
省エネ補助金獲得のポイント



省エネ補助金のご紹介
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1. 政策背景

企業のエネルギーコスト低減は日本全体の課題です
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経済成長と省エネの両立

経済成長等によるエネルギー需給の増加を予想しつつ、

石油危機後並みの大幅なエネルギー効率の改善を目標と

する。

2030年までに13%の省エネを目指す。

ものづくり産業に重点

エネルギーコストの上昇は産業に大きな影響をもたらす。

シェアの縮小や海外への転出を防ぐため、ものづくり企

業に重点を置いた補助を行う方針と考えられる。

参考：IEAの「World Energy Outlook2013」では、米国内の天然ガス価格は欧州の4分の1以下、日本の6分の

1となっており（2012年平均）、この地域間のエネルギー価格差が継続した場合、世界で産業部門のエネルギー

使用量の7割を占めるエネルギー集約型産業（化学、アルミ、セメント、鉄鋼、製紙、ガラス、石油精製）につ

いては、日、米、EUを比べた場合、米国のみが拡大し、日、EU合わせて現在の輸出シェアの3分の1を失うとの

試算が示されている。（平成26年4月『エネルギー基本計画』より抜粋）（平成27年7月経済産業省発表資料『エネルギー需給の見通し』より抜粋）
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2. 補助金とは

国や地方自治体からもらえる「返済不要なお金」です

雇用関係 設備関係 事業関係

新規雇用 省エネ設備導入 革新的新規事業

従業員のキャリアアップ 再エネ発電所、蓄電池 起業・創業

企業内保育所 ITツール 研究開発

トライアル雇用奨励金、

キャリアアップ助成金、

両立支援等助成金など

（共に厚生労働省）

エネルギー合理化補助金、

ASSET、

IT導入支援補助金など

（主に経済産業省）

創業補助金、

ものづくり補助金など

（主に経済産業省）

雇用関係は申請すれば全員給付される助成金ですが、ほとんどの補助金

は審査により優れた取組から採択されます。設備投資に使える補助金は

毎年人気が高まり、年々採択が厳しくなっています。

今回は毎年大きな予算がつくこの話をします！



3. 省エネ補助金とは

既設の設備やシステムの入れ替え、工程集約によって

省エネルギーに資する事業に交付される補助金です
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補助金名
平成29年度

エネルギー使用合理化等事業者支援事業

補助対象事業
工場・事業場等における既設設備・システムの置き換え、又は製
造プロセスの改善等の改修により、省エネルギー化を行う事業

予算額 約234億円

補助金限度額 下限100万円～上限15億円/年度

補助率 通常1/3、エネマネ事業導入の場合1/2

公募期間
平成29年5月25日～平成29年6月26日12:00必着

（事業期間は9月1日～翌1月31日まで）

関連省庁、執行団体
経済産業省資源エネルギー庁、

一般社団法人環境共創イニシアチブ(通称SII)

平成29年度の公募要領をもとに作成しております。平成30年度は変更の可能性がありますのでご了承ください。
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今回の資料では①に

ついて解説します！



生産設備 照明 空調 コンプレッサー チラー

ボイラー 炉 蓄電池 モーター 給湯器
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補足 | 補助対象設備例

その他ポンプなど、省エネ性能
を数値で示せるものであれば何
でも対象です。
（遮熱膜などは効果の数値化が難し
いため補助対象にすることが困難で
す。）

補足 | 採択事例

申請場所 小売店

省エネ方策 照明、空調

総事業費 15,000千円

補助金額 5,000千円

実質事業費 10,000千円

申請場所 金属加工場

省エネ方策 レーザ加工機、照明

総事業費 93,200千円

補助金額 28,500千円

実質事業費 64,700千円
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業種
施設

企業
規模

申請
区分

補助額
（千円）

補助対象設備

照明 空調
生産
設備

その他

製造業 中小企業 単独 90,000 ● ●

製造業 中小企業 単独 37,000 ● ●

製造業 中小企業 単独 27,000 ● ●

製造業 中小企業 単独 43,000 ● ● ● 変圧器

製造業 中小企業 単独 59,000 ● ●

製造業 中小企業 単独 33,000 ●

製造業 中小企業 単独 45,000 ● ●

製造業 中小企業 単独 44,000 ● ●

製造業 中小企業 単独 42,000 ●

小売店 中小企業 リース 5,000 ● ●

温泉 中小企業 単独 3,000 ●

スポーツ施設 中小企業 単独 8,000 ● ●

これまでの採択事例（一部）



採択結果概要

採択率と予算の推移
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補助対象設備別分析（H29通常予算のみ）

• 組み合わせ型の申請が多く採択されており、生産

設備単体での申請は9件程度に留まる

• 採択のためには費用対効果の高い照明・ボイラー

等との組み合わせ申請が重要となる

採択率と予算の推移分析

• H28年は補正予算に申請がバラけたため採択率が上昇し

たと思われる

• H29年は予算が増加したものの、工場・事業場単位は大

型予算や複雑事業に採択が集中したため採択率が低下し

たと考えられる

• 採択率は今後も40%程度と推測
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対象設備別

(億円)

生産設備

7%

その他

28%



5. 採択のポイント
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より高い省エネ率が求められる

設備更新などの省エネ事業によって得られるエネルギー削減効果（設備単体ではなく事業所全体）

が高ければ高いほど申請が通りやすくなります。

事業前

ガス電気

100%

油
加工機等による
省エネ効果

省エネ事業

40%

事業後

ガス電気

85%

油

省エネ率15%

より高い費用対効果が求められる

費用対効果とはエネルギー削減量に対する補助金額の割合のことです。

エネルギー削減量 ケース１：補助金額5,000万円 3,000万円が

優先的に採択されます10.0kl ケース２：補助金額3,000万円

※ただし加工機は照明・空調等に比べ金額が大きいことは理解されているため、別の審査が含まれるようです。

決算内容

申請の際に直近1期分の決算書を提出する必要があります。

赤字の決算がある場合採択が通りにくくなります。加工機は金額が大きいため特に決算内容は重要

視されているようです。赤字の理由を説明する場は設けられておらず、数字だけで判断されます。
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5. 採択のポイント

数値目標を必ず
掲載すること

Point

引用：www.revacs.com/csr/e_act_plan/ 引用：www.miyauchi.or.jp/miyauchi/corp/env-p.html

⚫ より高い省エネ率のために

⚫ 今からできる加点項目の獲得

HPへの環境自主行動計画の掲載、中長期計画

書の作成など、年度の加点項目に合致した加

点項目の作成を支援します。

省エネ効果は機器単体ではなく事業所全体で評

価されるため、希望する省エネルギー機器だけ

でなく費用対効果の高い照明をはじめとして空

調・コンプレッサーなど可能な限りまとめて交

換されることをオススメします。

そうすることで省エネ率が上がり、費用対効果、

投資回収年数の得点もUPします。

事業所

ひとつ入れ替えするより複数まとめたほうが事業所全体の省エネ率が上がる

事業所
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御社事業との採択分析（注：当社独自の指標による）

事業内容 省エネ率 省エネ量 費用対効果

採択事業平均 21.2% 430.8kl 231kl/千万円

製造業採択事業平均（当社データ） 30.6% 46.4kl 80.1kl/千万円

御社データ 32.8% 33.1kl 90.6kl/千万円

審査項目（必須要件） 獲得点数

公募要領を満たす 1

事業の資金調達・工事計画が適切 1

事業の継続性（決算書） 1

経費の算定が妥当 1

評価項目 獲得点数

省エネルギー量1,000kl以上 0

投資回収効果15年以上 -1

省エネ率15%以上 3

費用対効果1,200kl/億円以上 0

費用対効果500kl/億円以上 0

技術の先端性 1

中小企業 2

環境自主行動計画に数値目標がある 0.5

中長期計画 0.5

ISO50001 0

エネルギー集約型企業 0

賃上げ 1

経営力向上計画 1

IoT 0

ベンチマークに記載がある 0

コミッショニングを実施する企業 0

留意事項（減点） 0

採点結果 合計得点

採択事業平均（当社データ） 11.9点／23点

製造業採択事業平均（当社データ） 12.4点／23点

御社データ 12点／23点

SAMPLE

【採択結果／採択率、採択金額、計画省エネ量】



12

6. スケジュールイメージ

6月 翌年1月
事業完了

確定検査

4月

事前準備

公募

期間

事業実施

10月
中間検査

確定

検査

7月
申請期間

一ヶ月弱

8月
結果発表

事業開始

3月
補助金入金

成果報告

成果報告は翌一年間実施し省エネ成果を報告する必要があります。

省エネ量未達成の場合は補助金返還の可能性があります。

また、成果報告後も法定耐用年数間は適切な管理が定められており、移動や売却の際には相談が必要です。
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補足 | 申請書類参考

申請書類作成例

作成が必要となる書類
補助金を受けるために必要な書類作成は膨大なものになります。

大きく分けて以下の5回に渡り書類を提出しなければなりません。

① 申請書類

② 着工前写真集

③ 中間検査

④ 実績報告書

⑤ 成果報告及び公表



事業スキームと補助金活用の注意点
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⚫ 発表した情報はすべて過去の実績であり、

次回の省エネ補助金公表時には変更されて

いる可能性があります。

⚫ 補助金を活用すると法定耐用年数の間は適

切な管理を行う必要があります。（加工機

は通常10～12年間、照明・空調などは15

年間）その間の移動、撤去、売却は執行団

体への相談と許可が必要です。

⚫ 計測器・撤去費用等、自己資金では必要の

ない費用がかかってくる場合があります。

⚫ 申請する省エネ量は必達です。生産量の上

昇により達成できない場合はOKですが、根

拠資料が必要になります。

⚫ 採択発表前に発注が行えず、施工時期が限

定されます。また機器指定は不可で、相見

積が必要です。

⚫ 申請はもちろん、採択後にも煩雑な業務が

発生します。

申請者
（お客様）

設備販売会社

執行団体
（省庁からの委託団体）

エネマネ事業者
（スターメンテ
ナンスサポート）

補助
¥29,726,666

申請

や
り
と
り

支援

支援費

ご提案
¥90,180,000

やりとり

【 試算 】※補助率1/3の場合 ※金額は税抜

事業費：￥89,180,000（機器￥86,680,000、工事費￥2,500,000）
： ￥1,000,000（既存機器の撤去費用／補助対象外）

実際の費用¥60,453,334で省エネ設備

を導入することができます
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Star Maintenance Support

株式会社スターメンテナンスサポート

〒700-0973

岡山県岡山市北区下中野334-110 日商ビル5F

TEL:086-805-1766 ／ FAX:086-805-1866


